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総合考察総合考察総合考察総合考察    

    

 本研究ではイワナ資源を持続的に利用するために、第

1 章で資源生物としてのイワナの特性について、第 2 章

では環境保全、第 3章では漁業管理技術について論じ、

第 4章において天然資源が持続的に利用できている実例

を示した。本章では第 1章から第 3章で取り上げた知見

等により、第 4章で示した雑魚川のイワナ資源のおかれ

た状況を検証することで、持続的利用が実現できている

要因を考察していく。さらに今後、他の水域において持

続的利用を実現するために残された課題についても整理

する。 

 

雑魚川での資源管理の検証 

中部地方のイワナの分類について、大島（1961）は体

色斑紋を基準としてニッコウイワナ、ヤマトイワナの 2

種に区分した。細谷(1993)は「体側に多くの白点が散在

する個体」をニッコウイワナ、「体側に白点がまったくな

いか、あってもごくわずか」をヤマトイワナとし亜種と

して区分している。一方、丸山(1989)は、イワナを S。 

leucomaenis  1 種にまとめニッコウイワナ、ヤマトイワ

ナは型とし、「従来はこれらを種ないし亜種に分ける人も

あったが、現在ではこれらは同一種内の遺伝的あるいは

環境の差とみなす点では、研究者の意見はかなり一致し

ている」との見解を示している。また、古川(1989)は、

既存の研究において計数的な特徴の記載に用いられた標

本数が少ないこと、斑点の色は同一水系内で変異がある

ことを指摘し「ヤマトイワナをニッコウイワナと分離・

独立した種とする意見には賛同できない」としている。

本研究においても、第１章第１節で記載したとおり、大

島（1961）、細谷（1993）が定義するニッコウイワナとヤ

マトイワナの中間的な体色斑紋を持つ個体が同所的に生
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息していることを確認している。同所的に生息する個体

群に遺伝的隔離があるという情報はなく、ニッコウイワ

ナ、ヤマトイワナを種または亜種として区分する明確な

根拠はない。よってニッコウイワナ、ヤマトイワナとい

う区分を資源管理単位と考えることは適切ではないと考

える。ミトコンドリア DNA 解析に基づく区分が斑紋の変

異に基づく区分と一致しないという知見（Yamamoto et 

al。、 2004；（独）増養殖研究所、2013）があることもふ

まえ、人為的な遺伝攪乱を回避し多様性の保全を考えた

管理単位は少なくとも河川ごとの個体群、第 1章第 1節

の知見から考えると第 2支流あるいは第 3支流ごとの個

体群を管理単位とすることが望ましい。この点において

雑魚川では河川全体で放流が全く行われておらず、全体

を在来個体群として扱っており管理単位は適切と考える。 

生息環境について、第 2章第 1節で議論したとおりイ

ワナは稚魚と成魚で微小生息場所が異なり、個体群の保

全には多様な物理的環境が必要である。雑魚川には道路、

橋脚の他には河川工作物がほとんどなく、河川形態は自

然な状態がたもたれており、稚魚から成魚まで生息場所

がある。流域には 1998 年の長野オリンッピックの競技会

場となった大規模なスキー場があり、宿泊施設等が存在

する。その一方で上信越高原国立公園の普通地域に指定

されていることもあって、森林は保全されており川岸は

河畔林に覆われている。このため第 2章第 3節で問題と

した日光の直射による水温上昇は抑えられている。スキ

ー場などの施設の施工に際しては、樹木の移植、表土の

保全と活用に尽力したため（山本、1999）、植生の回復が

進み裸地は少なく、降雨時に濁水が河川に入ることは稀

である。このため第 2章第 4節で言及したような濁りの

問題は起きていない。イワナは支流を産卵場所として利

用する傾向が強いことが、木曽川水系の味噌川（中村・

上原、1978）、阿賀野川水系の北ノ又川（本多ら、1983）、

鬼怒川（中村、1998）で知られている。中村（1998）は、

支流をイワナの再生産の場として重要な意義があるとし、

本流から支流への遡上を阻害する堰堤を設置しないこと

を提唱している。雑魚川では支流が本流に流入する近辺

に遡上を阻害する工作物がなく、従って第 2章第 2節で

論じた魚道の設置に付随する問題を考える必要もなく、

支流が再生産の場として保全されている。 

漁業管理について、中村(1988)は本流から支流へのイ

ワナの移動を担保するだけでなく、状況が許せば禁漁と

することを提案している。雑魚川ではほとんどの支流が

禁漁となっており(図 4-1-1）、漁獲の影響をうけていな

い。雑魚川支流の満水川において 2009 年に新たに禁漁区

を設置したところ、生息密度については増加する傾向は

なかったが、体サイズが大きくなり期待される産卵数が

増加したことが知られている（長野水試、2013）。このこ

とから、支流禁漁による効果はあがっていると考える。

雑魚川におけるその他の特徴的な漁業管理として、漁獲

可能全長を 20 ㎝以上としていることがあげられる。こ

れは第 3章第 1節で論じた成熟全長についての知見を参

考にして遊漁規則として定めた経緯がある。さらに雑魚

川で許されている漁法は釣りのみなので、鉤がかり後に

川に戻された個体は、第 3章第 2節で記載したようにそ

の多くが生残すると期待できるため、全長制限は親魚の

確保に貢献していると考える。 

 

残された課題 

このように雑魚川のイワナは、その生物としての特性、

生息環境、漁業管理についての情報から検証して良好な

管理がなされている。今後は雑魚川以外の河川において、

雑魚川の事例を参考にしながらこのような体制を構築し

ていくことが求められるが、そのためには、雑魚川のイ

ワナ資源の実態について、さらに明らかにしていくこと

が課題として残っている。 

まず、雑魚川では餌料生物についての調査が求められ

る。イワナの資源量と餌生物量の関係について、川之辺

（2004、2005）はイワナの生息密度が高い河川において

イワナの日間摂食量（最大値で 5。6 g/ｍ2・日）を推定

し、その値と計測した落下動物量と流下動物量を比較す

ることで、5 月は充分な餌供給があったが 8 月の餌供給

は不足している可能性を示唆している。雑魚川のイワナ

の肥満度はやや低い値となっている（第 1章第 3節、第

4 章第１節）ものの問題となるほどではない。比較的高

い生息密度であることと合わせて考慮すると、雑魚川の

イワナ個体群を支えている餌生物量がわかれば、流域の

森林の涵養などの環境改善により餌生物量を増加せしめ

る事業を展開する際の目標値となろう。 

次に、漁獲圧の把握である。第 4章第 1節の研究では

クリールセンサスを実施しなかったので、遊漁証発行数

をもって遊漁者数の増減を論議した。第 3章第 2節で述

べたように渓流漁場では釣りによる漁獲圧の影響は大き

い。雑魚川では 20 ㎝以上の個体が持ち帰り可能である

にも関わらず、釣り調査で釣獲される個体は継続的に 20 

㎝以上の個体が多くを占めている（図 4-1-6）。漁期後の

電気ショッカーで漁獲された個体にも 20 ㎝以上の個体

が含まれている（図 4-1-5）。これらのことから雑魚川に

おける現在の漁獲圧は、資源量に対して相対的に小さい

可能性がある。一方、雑魚川支流では禁漁によって大型

個体の増加が認められており（長野水試、 2013）、漁場
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である本流における体サイズは、現状が漁獲圧による影

響をうけ、抑圧された結果であるかもしれない。いずれ

にしても釣り人の数、釣獲尾数の把握に基づく漁獲量の

推定は他の河川の資源管理に有益な情報となろう。 

支流からの稚魚の移動についても把握が必要である。

前述のように支流は再生産の場として価値を指摘されて

いるが、どれぐらいの個体が支流から本流の資源に加入

しているか解っていない。河川型イワナの移動について

は第 1章第 5節で記したように基本的には移動が少ない

ことがわかっている。雑魚川においても支流の満水川に

おいて基本的には移動が少ないことが確認されている

（長野水試、 2013）。これらの知見から考えると支流か

らの資源添加効果は少ないこととなる。しかし、これら

の研究は全長 5㎝より大きな個体についての調査結果に

基づくものであり、産卵床から浮出して稚魚の生息場所

（第１章第 2節、第 2章第１節 参照）に到達する全長

2 ㎝程度の稚魚の移動が把握できていない。遊泳力の実

験（第１章第 4節）から推察すると、この時期が最も降

下しやすい段階と考えられるので、雑魚川における支流

から稚魚の移動実態が解れば支流の管理手法を他の河川

で推進する根拠となろう。 

さらに、全長制限の効果についての検証が課題として

残されている。雑魚川での 20 cm 全長制限は親魚の確保

に貢献していると推測されるが、前述のとおり漁獲実態

が不明なため、どの程度再生産の確保に貢献しているか

は明らかではない。また、豪雪地帯であり漁期がやや短

いことが漁獲圧にどの程度影響しているかも明らかでは

ない。一般に、変動が大きな資源＝非定常資源について

は、漁獲量を一定にする漁業管理戦略ではなく、適切な

親魚量を確保す戦略（松田ら 1992；松田、2000） 、SPR

（Spawning per Recruitment）戦略 （松宮、1997）や

SP（Spawning Potential）戦略（勝川、1997） を選んだ

ほうがよいとされている。雑魚川のイワナ資源は安定し

ているが（第 4章第 1節）、遊漁の影響を受け個体数が大

幅に減少することも想定される（第 3章第 2節）ので、

イワナでは適切な親魚量を確保する戦略を選択すべきと

考える。そのような戦略をとる場合、全長制限や禁漁期

間は釣り人が受け入れやすい規制なので、加入と漁獲の

調和がとれている雑魚川における漁獲圧の実態を把握す

ることは意義があろう。 

増殖の手法は「種苗放流」、「環境保全」、「漁業管理」

に大別されることは序章でも述べた。本研究は、自然再

生産を重視して、このうちの「環境保全」・「漁業管理」

について論議してきた。種苗放流について近縁種のヤマ

メ・アマゴを含めた最近の研究（（独）増養殖研究所、2013）

では、河川での残存率は、自然繁殖由来魚、発眼卵放流

由来魚、稚魚放流由来魚の順に高い結果が示されている。

丸山（2003）は内水面の資源管理において、「増殖手法が

種苗放流に偏重したため、自然環境の維持回復という国

民共通の課題から遊離し、内水面の漁場管理を実質的に

空洞化させた」と問題点を指摘している。このように経

済的にも社会的にも、自然再生産を重視した増殖は意義

あるものとなってきており、本研究の知見等を用いなが

ら雑魚川に示されたような水域を増やしていくことを、

今後のイワナ資源利用の主要な方向とすることが適切と

考える。 
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